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第１０期登別市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定支援業務委託仕様書

１ 委託等名

第１０期登別市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定支援業務委託

２ 業務の目的

本業務は、老人福祉法第２０条の８及び介護保険法第１１７条並びに成年後見制度の利用促進に関

する法律第１４条及び共生社会の実現を推進するための認知症基本法第１３条に基づき、国や北海道

の動向、地域の高齢者の状況等を的確に把握し、登別市が取り組むべき課題や高齢者福祉施策の方向

性、サービス目標量等を定める、「第１０期登別市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（以

下、第１０期計画という。）」を策定することを目的とする。

３ 履行期間

（１）業務期間

契約締結日から令和９年３月３１日まで

４ 事業費上限額

※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案内容の規模を示すものである。見積

書を作成する際は、この事業費上限額を超えてはならない。

５ 一体的に策定する計画（事項）

・介護保険事業計画（介護保険法第１１７条に基づく計画）

・老人福祉計画（老人福祉法第２０条の８に基づく計画）

・成年後見制度利用促進基本計画（成年後見制度の利用促進に関する法律第１４条に基づく計画）

・認知症施策推進計画（共生社会の実現を推進するための認知症基本法第１３条に基づく計画）

６ 業務内容

本業務は、令和７年度及び令和８年度において次のとおり実施することとし、業務期間ごとにそ

れぞれ業務報告及び成果物の提出を行うこと。

年度 業務項目
提案上限額

（消費税及び地方消費税を含む）

令和７年度

仕様書６（６）①介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査に関する業務
２，５３０，０００円

上記以外の業務 １，３２０，０００円

令和８年度 ２，７５０，０００円

合計 ６，６００，０００円
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【令和７年度・８年度共通】

（１）基礎的な地域データ及び現状分析

国の高齢者福祉、介護保険、認知症施策をめぐる政策動向や方針の把握を行い、登別市の地

域特性や現状に関するデータを収集・整理・分析し、計画策定の基礎資料とする。本市と近隣

市町を含む地域の福祉資源、高齢者の現状及び介護保険サービス利用状況等について、国や北

海道等の統計データ及び地域包括ケア「見える化システム」による資料等をもとに分析を行

う。

（２）法律や制度等の動向に関する情報提供

第１０期介護保健事業の計画期間に向けて行われる基準省令その他の法令の改正に伴い、必

要となる例規整備に資する情報として、関係法令の概要や条文等、例規整備の考え方や整備例

などの情報を提供すること。

また、全国の先進事例や同規模自治体の取組内容を参考にする場合があるため、情報収集に

努め、適宜提供すること。

（３）業務工程表の作成及び進捗管理

受託者は、本業務の着手前及び次年度業務の開始前に発注者と協議の上、業務工程表を作成

し、進捗管理を行う。また、業務工程表は、その進捗に合わせて適宜、見直しを行う。

（４）運営協議会や計画検討会議等の運営支援

運営協議会や計画内容を審議するために設置される計画検討会議等（２か年計６回程度）の

運営について、会議資料（原データ）の作成を支援するとともに必要に応じて出席し、協議事

項に関するアドバイス等の支援を行う。

（５）打合せ協議等

本業務を適正かつ円滑に実施するため、業務処理責任者と業務監督員は常に密接な連絡を取

り、業務の方針及び条件等の疑義を正すこととし、その内容についてはその都度受託者が書面

（打合せ記録簿等）に記録し、相互に確認することとする。

なお、業務処理責任者又は業務担当者は月１回以上の頻度で発注者を訪問し、本業務の進捗

状況の報告もしくはその他必要な打合せを行うものとする。

【令和７年度】（業務期間 契約締結日から令和８年３月３１日まで）

（６）アンケート調査の実施

現状の把握及び第１０期計画での重点施策検討の基礎資料とするため、以下のアンケート調

査を実施する。

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実施

日常圏域ごとの高齢者の意識、生活実態、健康状態、介護環境等を調査し、日常生活や地域

における課題、サービスの利用状況、ニーズ等の把握を行う。また、登別市における認知症施
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策を検討する基礎とするために、認知症に関する設問も加えること。

調査票の配布・回収に必要な作業は、委託者が行う（必要な費用についても委託者が負担す

る）。受託者は調査票の設計・印刷及び委託者から受領した回収票の入力・集計・分析（地域

包括ケア「見える化」システムへの登録データ作成を含む）を行い、調査結果を報告書として

とりまとめる。

【日常生活圏域ニーズ調査の実施概要】

②在宅介護実態調査の分析

介護している家族の生活実態や抱える問題等を把握し、介護離職を防止するに資するサービ

スの検討のための基礎資料とするため、要介護認定者の家族を対象とした調査を行う。調査は

認定調査員による聞き取りにより実施する。

調査票の配布・回収に必要な作業は、委託者が行う（必要な費用についても委託者が負担す

る）。受託者は調査票の設計・印刷及び委託者から受領した回収票の入力・集計・分析（地域

包括ケア「見える化」システムへの登録データ作成を含む）を行い、調査結果を報告書として

とりまとめる。

【在宅介護実態調査の実施概要】

（７）認知症の人とその家族の意見聴取の実施支援

本市の認知症に関する現状や課題把握のため、本人・家族等の意見聴取の方法についての提

案を行う。

【令和８年度】（業務期間 令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（８）給付実績集計・分析の実施

委託者が提供する国保連給付実績データ等（地域包括ケア「見える化」システムによるデー

タ等）に基づき、介護認定者の推移、サービスの利用状況、給付実績に関する給付状況の分析

を行う。

調査対象 ６５歳以上の一般高齢者及び要支援１・２の高齢者

配布数 １種 ２，０００票

調査方法 郵送による調査

集計方法 単純集計、属性別クロス集計、その他分析上必要な設問間のクロス集計

調査対象
令和７年１０月１日から令和８年２月２８日までに認定調査の対象となる

高齢者の家族

調査数 １種 ６００票

調査方法 認定調査員による聞き取り調査

集計方法 単純集計、属性別クロス集計、その他分析上必要な設問間のクロス集計
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（９）計画目標量の設定

第１０期計画の前提となる将来人口および高齢者人口を設定し、要支援・要介護者数、介護

保険サービス利用者数を推計するとともに、介護保険サービス見込量、介護保険給付費、第１

０期介護保険料の設定支援（地域包括ケア「見える化」システムへの登録データ作成を含む）

を行う。

（１０）施策・事業の実施状況の評価

第９期計画における施策・事業の実施状況について、調査シートの設計及び結果のとりまと

めを行い、評価を行う。また、第１０期計画策定に向けての方針等の積極的な提案を行う。

（１１）現状整理、課題・問題点の分析及び施策検討提案

国から示される方針等に基づき、必要応じ適宜内容を変更する。

①市の福祉施策に関する上位・連計画と整合を図るとともに、市の福祉に係る現況を把握

し、市の高齢者福祉事業及び介護保険事業が求められる役割等について整理する。

②本業務に係る調査及び本市が別途実施する調査等との調整、整合を図りながら、介護保険

サービスと一般施策の現状分析及び課題の分析を行う。

③国の方針に沿った新たな体系サービスを検討する。

④地域包括ケアシステム推進のため課題や問題点を整理し、計画に反映する。

⑤共生社会の実現を推進するための認知症基本法の内容を踏まえ、本市における認知症に関

する施策の課題を分析し、必要な施策について提案を行う。

⑥本市が必要とする要介護者数、一人暮らし高齢者数、必要となる介護人材数、認知症者高

齢者数、日常生活圏域ごとの高齢者数等将来推計を実施する。

⑦介護保険事業について他市町村と比較し、地域の特徴等を把握し、検証する。

⑧日常生活圏域ごとに介護給付費等の実態を把握し、生活支援に求められるサービス等を分

析する。

⑨本市の高齢者福祉事業及び介護保険事業に求められる施策等ついて分析、提案する。

（１２）計画骨子案・素案の作成

各種計画との整合性の確保や調和を保ち、調査分析及び検討結果を踏まえるとともに、各種

会議での議論や関係機関との協議・調整を図った上で、計画の取りまとめを行う。

課題整理から第１０期計画に重点的に取り組む事項を検討し、国の基本方針を踏まえ、推進

していくための方策、基本理念、施策の体系、重点施策等を明確にした上で、計画の骨子案及

び素案を作成する。

（１３）パブリックコメントの実施支援

計画素案についてのパブリックコメントを委託者が実施するにあたり、実施方法やとりまと

めに関するアドバイスを行う。
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７ 成果品

委託業務の成果品は、各業務期間の末日までに次のとおり提出すること。

【令和７年度】

・アンケート調査報告書（Ａ４判、１５０頁程度、１色刷）：２部

【令和８年度】

・計画書本編（Ａ４判、１００頁程度、１色刷）：１００部

・計画書概要版（Ａ４判、４頁程度、４色刷）：５０部

【令和７年度・８年度共通】

・業務報告書

・上記データ一式

・業務データ（現状分析・推計・その他資料）の電子データ一式

・情報提供資料一式

８ その他

（１）本業務を進めるにあたって、個人情報及びプライバシーの保護が必要であることから、受託者は、

個人情報保護に関する条例を順守するとともに、「プライバシーマーク」認証又は「情報セキュリ

ティマネジメント」認証に相当する資格を要する。

（２）本業務における成果品の著作権及び所有権は、委託料の支払完了と同時に受託者から発注者に帰

属する。

（３）受託業者は、この仕様書で示す業務の全部を第三者に委託してはならない。また、この仕様書で

示す業務の一部を第三者に委託する場合は、あらかじめ市に書面により報告し、市の承認を得るこ

と。

（４）仕様書に記載されていない業務が発生した場合は、双方で協議し、対応の可否を含めて別途決定

する。

（５）この仕様書に定めるもののほか必要な事項が生じた場合は、その都度協議するものとする。


